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研究成果の概要：日本・韓国において、動作法による障害児者への心理リハビリテイションに

よる実践システムが発展した推移とその要因を分析し、障害児者が生涯にわたって臨床心理学

的支援を受けるシステムを確立、維持するかについて検討した。そこで、人材確保、親の会を

中心とした当事者との連携、効果のある技法の開発が必要であり、近年動作法から発展した主

動型リラクセイション療法（サート）の導入が他の要因を活性化することを明らかにした。 
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１．研究開始当初の背景 
障害児・者が生活していくためには、一生

涯様々な面での生活支援が必要である。臨床
心理学的視点からは、生活の主体者である障
害児者本人がいかに自分の力を発揮し、可能
性を最大限引き出すことができるかに焦点
が当てられる。臨床心理学的実践は、行政機
関を中心とした早期療育のシステムや小・
中・高の教育期間中に、教育・福祉・医療の
様々な場面で行われている。しかし、それら
の期間を過ぎた際に、地域生活をしていく中
で継続的な支援システムは皆無に等しい。生
涯における支援システムを必要とする障害
児者にとって、地域生活における支援システ
ムづくりは重要な課題になると思われる。 

従来の臨床心理学的アプローチは、臨床心
理専門家が直接関わる形態が多いが、今後は、
複数の関係機関・保護者・障害のある当事者
をつなげ、共通の理解と取り組みを提供し、
連携を図るには、臨床心理学的技法や知見を
一方方向で提供するだけでなく、3 者共通の
体験を保証する実践を可能にする工夫が必
要である。このような連携を可能にすること
で、もっとも重要なことは、生涯にわたる「生
活支援」の必要性を考慮し、保護者と障害の
ある当事者が地域に根ざし、継続していく援
助システムを確保する力を持つことである
が、そこに臨床心理学的援助の可能性を提示
することは今後の大きな課題である。 
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２．研究の目的 
障害児・者の生活支援における臨床心理学

的アプローチを考える際、「動作法」がもつ
可能性が考えられる。 
動作法は、日本で開発された心理療法の一

つで、脳性マヒのリハビリテイションから出
発した技法である。動作法の実践を軸に、宿
泊による生活訓練、集団療法、定期的な訓練
会等、様々な要素で構成された臨床心理学的
リハビリテイションを「心理リハビリテイシ
ョン」と称し、全国的に約 40 年間の実績を
積み重ねている。 
心理リハビリテイションの実践の特徴は、

まず、教員や福祉施設職員、あるいは、他の
専門職等の関係者が長年の研修によって技
法を習得し、動作法の専門家として実践を行
っており（スーパーバイザー369 名、トレー
ナー1,914 名）、分野を超えた連携が可能であ
ることが挙げられる。さらに、集団集中訓練
等の形態を通して、スーパーバイザー・関係
者・保護者・障害のある当事者が実践場面に
直に関わり、共通理解・共通目標を共有し、
成果を実感することから直接的な連携が可
能であることが挙げられる。 
 一方で、ここ 10 年間の現状として、全国
の活動が停滞し、新しい人材の育成や低年齢
の障害児者の参加の減少が目立ち、従来の実
践のあり方、ネットワークの活性化などの課
題に直面している。その反面、動作法は約10
年前から韓国をはじめとするアジア各国に
普及され、特に韓国は急激な発展を見せてい
る。このような発展と停滞の背景と要因を分
析することによって、従来の心理リハビリテ
イションの実践から、今後の生涯支援が可能
なネットワーク構築の可能性が示唆される
と思われる。 
本研究では、日本と韓国の動作法実践によ

る地域ネットワーク形成のプロセスと要因
を分析し、比較検討することによって、保護
者・障害のある当事者・他職種の関連機関及
び関係者間のネットワークを形成し、連携を
図る長期的で安定的な地域ネットワーク構
築の要因を明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1)資料の統計的分析 
 日本に関しては、心理リハビリテイション
研究所発刊の季刊誌『ふぇにっくす』（1971
年～現在）を中心に、過去の心理リハビリテ
イションの全国活動のデータを収集し、その
推移を統計的に分析する。韓国に関しては、
韓国臨床動作学会活動報告書を中心に、心理
リハビリテイション活動のデータをまとめ、
その特徴について統計的に分析する。 
(2)半構造的面接調査 
 日本および韓国の地域における心理リハ
ビリテイション実践組織を選定し、関係者に

組織の成立とその要因、活動の推移とその変
化の要因について訪問面接調査を行う。 
(3)事例分析 
 心理リハビリテイションの地域ネットワ
ークを活性化し、発展させる要因の一つであ
る技法の開発及び適用による効果について
事例を通して分析する。 
 
４．研究成果 
(1) 日本における心理リハビリテイション

による障害児者支援ネットワークの発展

推 移の分析 

心理リハビリテイションの会がある全国

の心理リハビリテイション療育キャンプ（集

中宿泊動作法キャンプ）報告（ふぇにっくす）

のデータに加え、長年心理リハビリテイショ

ン療育キャンプ（以下、療育キャンプ）を行

っている地域を選定、面接調査を行った。 

① 療育キャンプの開催推移 
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図１．心理リハビリテイション療育キャンプ開催推移

 
 日本の全国各地で行われる療育キャンプ

の総数は1970 年代から 1990年代まで急激な

拡大を見せているが、それ以降徐々に減少し

ており、停滞していることが示された。 

② 療育キャンプ参加トレーニー数の平均推
移 

図１で療育キャンプ数は多少減少、停滞して

いることに比べ、全国の療育キャンプのトレ

ーニー（障害児者）平均参加者数は全体的に

減少傾向にあり、療育キャンプの内容におい

て現状維持ではなく、多少後退傾向にあるこ

とがうかがえた。 
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図２．心理リハビリテイション療育キャンプ参加トレーニー数平均

 
③ 療育キャンプ参加トレーニーの平均年齢
推移 
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図３．心理リハビリテイション療育キャンプ参加トレーニー平均年齢

 
 全国の療育キャンプの参加トレーニー（障

害児者）の平均年齢が上昇しており、参加ト

レーニーが固定されており、新しいトレーニ

ーの参加が減少していることが推測される。 

④ 療育キャンプ参加トレーニーの障害種類
の変化推移 

20 年以上心理リハビリテイション療育キ

ャンプを行っている A（九州）/B（関西）/C

（関東）の 3の地域を選定、面接調査を行っ

た結果、初期には肢体不自由が優勢であった

が、発達障害が増えてきており、従来、脳性

まひの心理リハビリテイションとして出発

した動作法の普及と適用において、そのニー

ズが変化してきていることが推測される。 
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図４．心理リハビリテイション療育キャンプ参加トレーニーの障害種類

 
⑤ 療育キャンプ参加トレーナーの推移 
④で選定した3つの地域の療育キャンプに

参加してきたトレーナーの内訳について、 

初心者の参加数が一貫して減少傾向にあ

り、有資格者が増加することから、新しいト

レーナーの参加および育成が難しく、長年心

理リハビリテイションの実践を行っている

固定参加者が継続的に関わっている様子が

うかがえた。 
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図５．心理リハビリテイション療育キャンプ参加トレーナーの推移

 
 

 以上のことから、1990 年代まで全国的に拡

大、発展してきた心理リハビリテイションの

地域支援ネットワークが、その後停滞してお

り、その要因としては、参加トレーニーの障

害の種類の変化、新しい人材の積極的な参加

や育成の難しさがその停滞の要因であるこ

とが推測された。 

 

(2) 韓国における心理リハビリテイション

による障害児者支援ネットワークの発展

推移の分析 

韓国では、国立公州大学を窓口に 1997 年

から療育キャンプを導入し、その流れから韓

国臨床動作学会が設立され、各地域における

自主的な活動ではなく、学会を中心とした活

動を展開している。1997 年から 2008 年まで

の学会活動報告を参照し、統計的に分析した。

①療育キャンプおよび月例会の増加推移 
 療育キャンプの開催数および月例会の開
催地域数において、初期には国立公州大学主
導の月例会および療育キャンプの活動だけ
であったが、2000 年代に入り、各地域での活
動が展開されるようになり、特に月例会が増
加する傾向を示している。 

しかし、近年急激な減少傾向が表れること
について、月例会に参加している親、トレー
ナーへの面接調査の結果、各地域に合った月
例会の確立が難しいこと、学会の担当者の交
代によって、活動のあり方が左右され、不安
定な運営になりやすいこと、動作法の技法習
得においてその内容が各地域で参加する初
心者トレーナーが短期間のうちに習得しに
くいものであること、よって、学会派遣の有
資格者に頼るしかない状況から、十分な対応
が行われていないことなどが挙げられた。 
② 参加トレーニーの障害の種類 
 学会主催の療育キャンプを対象に、参加し
ているトレーニー（障害児者）の障害の種類
の推移について、韓国では療育キャンプ開催
初期から、発達障害の参加が肢体不自由とほ
ぼ変わらない比率である。このような状況が
動作法導入初期に、障害児者に適用できる新
しい技法として大きな関心が寄せられるが、
その効果の評価において、共通認識を持つこ
とが難しいことが推測される。 
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図６．療育キャンプおよび月例会増加推移



   
③ 有資格者等の増加推移 
 韓国において動作法の資格を有する者や、
動作法を専門として私設の療育施設を開業
した者など、韓国における人材育成の推移を
図８にまとめた。特に韓国では、行政による
公的な療育機関の不足から、私設の療育関連
施設がさかんであり、実際療育キャンプの参
加トレーナーにおいても、特別支援学校を含
め、公的機関所属の者だけでなく、私設機関
の参加者が多いのも日本とは異なる特徴と
して挙げられる。 

 
 以上のことから、韓国では、日本の心理リ
ハビリテイション療育キャンプが停滞する
一つの要因である、発達障害の増加の問題を
療育キャンプ開始当初から抱えていたこと、
地域における自主的な組織化ではなく、中央
主導のシステムであったこと、そもそもボラ
ンティア的な要素が強かった心理リハビリ
テイションの活動が韓国ではトレーナー参
加者の利得と強く結びついているため、活動
が拡大してもそれをサポートする人材が不
足していること、従来の動作法技法習得およ
び効果の評価が長期間を有することなどが
要因になり、短期間の発展をしたのにもかか
わらず、後退する傾向にあることがうかがわ
れた。 
 
(3)心理リハビリテイションによる障害児者
支援ネットワークの発展要因の検討 

 長年療育キャンプを実施してきた日本の
各地の心理リハビリテイションの会から、参
加者の減少傾向にある地域や増加傾向にあ
る地域を 3か所ずつ選定、韓国に関しては、
動作法を主な療育方法としている私設療育

施設2か所を選定し、訪問面接調査を行った。 
その結果、日本の場合、衰退型、現状維持

型、発展型の３つのタイプがあり、心理リハ

ビリテイションによる各地の障害児者支援

ネットワーク構築の要因は、①大学を拠点と

する専門家の有無、②親の会のリーダー集団

の有無、③特別支援学校を中心とした十分な

援助者の有無、④技法及びその効果に対する

信頼が挙げられた。衰退型においては、①及

び③の要因の欠如が大きく作用し、現状維持

型については、①から④を満たしているもの

の、従来の方法を踏襲しているため、20年以

上構成員及び規模にあまり変化がなく、その

ため②・③における新しい人材の確保が難し

いことから今後の展望が不透明であった。発

展型の場合、①の要因が欠如していても、④

において、近年動作法から発展した主動型リ

ラクセイション療法（サート；Self-Active 

Relaxation Therapy；以下、サート）を導入

することによって、新しい援助者の確保、新

しい障害児者の参加、それに伴う親の会の活

性化が可能になった。 
 韓国の私設療育施設の場合、従来の動作法
の技法を踏襲している施設の場合、私設職員
の技術向上のため複数回にわたって療育キ
ャンプに参加することが時間・費用等の物理
的要件から現実的に難しいことから、人材育
成が難しく、活動が持続しないことが明らか
になった。一方の施設では、サートを導入す
ることによって、来談者の増加、対象児の生
活および行動の改善等の効果がみられ、施設
の発展や拡大に役に立っていることが示さ
れた。その理由としては、効果の即時性、定
型化されたシンプルな技法から職員が習得
しやすく、活発な実施が可能であること、0
歳からの実施が可能であること、障害の種類
によって適用の仕方、効果、導入しやすさに
あまり差がなく、多様な障害に対して実施可
能なことなどが挙げられた。 
 以上のことから、技法の開発が地域支援ネ
ットワークを活性化し、人材育成の重要な要
因の一つであることが示された。その技法の
条件としては、対象の多様化に対応できると
ともに、その効果がトレーニー・トレーナ
ー・保護者にとってわかりやすいこと、技法
習得において、実際に活用するまでに長い期
間を要しないことなどが考えられた。 
 
(4)主動型リラクセイション療法導入による
障害児者の地域生活における療育支援ネッ
トワークの確立 
動作法から発展したサートの導入によっ

て活性化した日本・韓国の地域をそれぞれ選

定し、その発展の現状をまとめるとともに、

サートの心理リハビリテイションとしての
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図７．療育キャンプ参加トレーニーの障害の種類の推移

0

5

10

15

20

25

30

1997 1999 2001 2003 2005 2007

有資格者

開業者

図８．療育キャンプ参加トレーナーの資格取得等の推移



有効性について実践事例を通して検討した。 
① 東海地域 G市心理リハビリテイションの
会の療育キャンプにおけるサート導入事
例 

 G 市心理リハビリテイションの会は、20年
間夏季療育キャンプ1回および月例会を実施
してきた実績をもつ会である。平均 12名の
トレーニーの参加があり、スーパーバイザー
有資格者5名の指導による療育キャンプが行
われている。トレーニーは肢体不自由から発
達障害へと障害の種類が変化してきており、
初心者のトレーナーの参加者数は持続的に
確保しているが、継続的に関わるトレーナー
が少なく、トレーナー、トレーニー構成員の
固定化、発達障害のトレーニーの訓練効果の
停滞が課題となっていた。 
 筆者が 2007年夏季療育キャンプに総合指
導として参加した際に、サートを導入した。
その結果、長期にわたって変化が見えなかっ
た月例会および夏季療育キャンプ参加トレ
ーニーの著しい訓練効果が見られ、親の会が
活性化され、冬季療育キャンプ実施が開始さ
れ、年間 2回の療育キャンプの実施、参加ト
レーニーの増加（2007 年冬季および 2008 年
夏季平均 15名）がみられ、それに伴い初心
者およびリピーターのトレーナーの参加が
増加した。 
② 韓国南海地域 S市の U療育施設における
サート導入事例 

 S 市の U私設療育施設は、そもそも動作法
を導入し、来談者の増加、施設の拡充が可能
になり、私設から法人へと転換した成功例で
ある。しかし、子どもの成長に伴う訓練効果
の停滞、施設拡充による来談者および職員の
増加により、トレーナー養成において、時
間・経費等、物理的配慮が難しくなったこと、
従来の動作法の技法（タテ系動作訓練）の適
用において、通園児童が積極的な意欲を持ち
にくく、訓練に対する消極的な態度が根付い
ていることなどが課題となっていた。 
そこで動作法のスーパーバイザー有資格

者である院長がサートを導入したところ、0
歳からの通園者が増加する、職員全員が簡単
な研修後に訓練を実施できるようになる、す
でに一定期間動作法による訓練をしてきた
通園児童が積極的に訓練に参加するように
なるなど、従来の課題が解決された。 
③ 肢体不自由に対するサート導入事例 
 2005年から2007年 10月までサートを実施
した S市 U療育施設に通園中の脳性まひ児 4
名を対象に、その訓練経過と効果をまとめ、
分析した。 
事例１（男児、開始時 6歳）は重度重複障害 
で坐位が不可、事例２（女児、開始時 4歳） 
は脳性マヒで坐位不可、事例３（男児、開始 
時 6歳）は脳性マヒで歩行が不安定、事例４ 
（女児、開始時 6歳）は脳性マヒで歩行が不 

安定であった。訓練効果としては各々の姿勢 
および動き上の著しい改善がみられた。特記 
すべきことは、訓練への意欲および主体性、 
課題への挑戦と達成感の獲得、自信感の向上、 
それに伴う生活や対人関係の活性化等、共通 

してみられた心理的変化である。（表１） 
④ 強度行動障害に対するサート導入事例 
 1 週間集中宿泊療育キャンプで筆者が担当
した事例を取り上げ、療育においてもっとも
その対応の具体的方法および効果が模索さ
れている強度行動障害児者にサートを導入
した経過と効果を検討した。対象に関しては、
表２にまとめた。 

筆者が各事例にサートを導入し、特に各事
例が従来の動作法訓練の中で体験してきた

訓練経過及び
動作の変化

トレーニーの
心理的変化

事
例
１

坐位でタテの姿勢が可能となり、周囲に
関心を示す様子がみられる。真剣な表

情を見せるなど、表情から気持ちを読み
取ることが可能になる。トレーナーを凝

視し、要求を示す様子がみられる。

不随に動いていた腕や足が落ち着き、
自ら腕を伸ばそうと努力する様子がみら

れる。腰の前後への動きや脚の屈げ伸
ばしでは、本人の力が入り、自ら動かそ

うとする努力がみられる。

事

例
２

頸を立てようと自ら努力し、坐位姿勢を3
分以上維持できるようになる。頭や腕を

自分で動かそうとするなど、自発的な動
きがみられるようになる。

“先生、見て”と、自ら姿勢を調整し、課
題を遂行しようとする。“立ちたい”など、

訓練への意欲がみられ、課題を進めて
いきたいと自ら要望するようになる。

事
例
３

立位で、かかとが着くようになる。左腕

の過度緊張がなくなり、自然に下ろすよ
うになる。

“今度は触らないで、自分でやってみ
る”“自分でできる”“こうしてみよう”“うま
いでしょう”など、課題遂行において自発

性、自信が芽生えと同時に、自己表現
が豊かになる。訓練時間が終わると、他

の教師等に訓練の内容や自分の達成
感について自慢、話したがる。

事
例

４

歩行で膝が伸びるようになる。立位で
は、頸・上体がタテるようになったため、
視線がまっすぐになった。ゆっくり歩くと

きには、不安定さがなく、上体もしっかり
タテたまま歩くようになる。

“ゆっくりやってみる”と自分なりに工夫

すると同時に、自分できることを確認、ト
レーナーに伝えようとする。“鏡を見せ

て”と、自分の変化した姿を確認しなが
ら、満足、次の課題へ積極的に進もうと
する。

表１　サート技法による動作訓練の経過と効果

表２．事例の概要

概要 行動特徴

事
例
１

28歳、男性。知的障害、脳性マヒ。
這い這いで移動。発語は単語程
度。

興奮しやすく、からだ全体に過度な緊張が
あり、坐位、車いすでの坐位、這い這いで
移動中など、常にからだがこわばっている
感じ。集団の中では奇声や指さし等で騒が
しく、1対1のやりとりでは一方的に意味が
わかりにくい発語、ジェスチャーで騒がし

く、やりとりが成立しにくい。

事
例
２

11歳、男児。知的障害及び難聴。発
語なし、肢体不自由はないが、ほぼ
介助。

常に正座のみで、上体をそっくり返す常同
行動、特定のもの（ハンカチ等）へのこだわ
り行動が強い。相手の接近に関しては強く
拒否し、身体的接触を極端に嫌う。集団場
面には入ろうとせず、落ち着きなくうろつ
き、人の膝にのっかかろうとする。

事

例
３

19歳、男性。知的障害及び脳性マ
ヒ。発語なし。肢体不自由はない
が、ほぼ介助。

乳児期から、全身、特に腰・腹部に反復的
に強い緊張を入れる行動を繰り返し、尾て
い骨が変形している。常に全身の緊張が
あり、飛び跳ねる常同行動がみられる。カ
セットレコーダーにこだわり、常に持ち歩く。
集団場面では耳をふさぎ、うろついたり、飛
び跳ねて不安定になる。表3．サート面接の経過と効果

訓練経過 生活上の変化

事
例
１

側臥位ですでに過度緊張が入って

いる肩・上体全体に注目し、肩に軽
く負荷を感じない程度に手を当てる
と、ふーっと力を抜く。同時に、上体
が後傾するので、それに合わせて
上体に手を当てると、さらに力を抜
く。

食事のときに、司会の号令に合わせ、的確

に手拍子をする、指さしで穏やかに、的確・
適度に要求を示す。周囲の言語指示を理
解し、表情、目線、ジェスチャーで適切に応
える。騒がしい様子がまったく見られず、お
楽しみ会でも笑顔で静かに観賞する。眠り
が深くなると同時に、初めて毎日昼寝をす
る。

事
例
２

初日、母屋の膝に座って降りないと
ころで、緊張が強いと感じられる肩
甲骨周辺部位、背中に手を当て待
つと、じわーっと力を抜くと同時に膝
から降りる。過度緊張のところに、負
荷を感じない程度に手を当て、力の
抜き具合に合わせて部位を変え、
手を当てていく。

朝の会で体操を担当した自分のトレーナー
を探し、一緒にしたいがために、初めてみ
んなの前で体操をする。食事の時も母親の
膝に座って降りようとしなかったが、3日目
からスムーズに椅子に座ってご飯を食べ
る。集団の場面でのうろつきがなくなり、人
の膝に座ろうとするときに制止すると、やめ
て、一人で座っていられる。

事
例
３

尾てい骨の変形によって、床に座る
と緊張が強くなるので、段差のある
ところに筆者と一緒に座り、背後か
ら包み込むようにして、特に強い緊
張で反発する股関節部位を止め、
待つ。落ち着いてきて側臥位になっ

てサートの課題を導入する。

２日目集団療法に参加（自らペンを持って
お絵描き、糊塗り等）。背中、肩が弛み、
しゃがんで足首を掻いたり（手が届く）、１０
センチ程度の段差（普段に比べれば大分
低いところ）に自ら座る。集団・日常場面で
跳びはねなくなり、周囲に動きがあると、目

で追って関心を示す。



他動的リラクセイション、漸進的リラクセイ
ションから脱皮し、サートの主動型リラクセ
イションに焦点を当て、6日間の療育キャン
プの間、1日 3回のサート面接を行ったとこ
ろ、各事例において著しい効果がみられた。
その内容については、表 3にまとめた。 
過度な心身の緊張の様子は今のトレーニ

ーの気持ちや構えの現れであり、表現である
と理解すると、その力を抜くこともトレーニ
ー自身が行うものであり、そこにトレーニー
の主動性があると考えられる。 
このようなサートの原理を応用すること

によって、トレーニー自身が主動的に力を抜
く実感をもつことをねらいとし、トレーナー
による力の負荷や過度緊張への直面化を優
先しない働きかけをしたことが、上記の効果
につながったと考えられる。 
 従来のリラクセイション技法においては、
主体者の不当緊張をいかに改善された理想
的な状態に近づけていくかという目標のも
と、セラピストが一定基準に合わせて緊張状
態を評価し、見立て、課題を設定するといっ
た手続きが一般的に取られている。したがっ
て、セラピストの感覚や見方の熟練さが主体
者の実感と状態の変化を導き出す重要な役
割を担っていたといえる。 
 一方、サートにおいては、セラピストは方
向性を示し、主体者ができるところとできな
いことを確かめながら、自分の可動域を手掛
かりに動きを工夫し、展開していくシステム
が体系化されており、セラピストの熟練さに
頼らず、主体者の自発性や主動性に基づいた
手続きを進めていくことからその効果が得
られると思われる。 
 このような特徴から、サートは、障害児者
の地域生活における生涯支援ネットワーク
を活性化するに必要な技法として、対象の多
様化に対応できるとともに、その効果がトレ
ーニー・トレーナー・保護者にとってわかり
やすいこと、技法習得において、実際に活用
するまでに長い期間を要しないことなどの
条件を満たしていると考えられ、このような
新たな技法の導入が今後の障害児者に対す
る臨床心理学的支援ネットワークの構築と
発展に寄与することができることが示唆さ
れた。 
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